
6-1

H27 H28 H29 H30 R1

1 5人 5人 5人 5人 5人 5人 5人 5人

2 12人 12人 12人 9人 9人 10人 15人 15人

3 896人 896人 2,372人 3,064人 4,629人 4,101人 1,000人 1,000人

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 北方領土対策課（北方領土対策担当）

事務事業名 北方領土返還運動経費 事業番号 33

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 北方領土の復帰を目指す取組みの推進

施策目標 全国の先頭に立って北方領土の復帰に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

民間団体、市内中・高校生等

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

北方領土に関する世論の結集と返還要求運動の効率的な推進を目的として、各種事業の実施や大
会・要望会への参加などを行っている。具体的な事業としては、根室市少年弁論大会の開催や北方
少年少女交流事業（受入・派遣）などの事業を実施している。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

北方領土問題の啓発宣伝、事業推進、各種大会への参画・協力などを通じて、北方領土早期返還
に向けた国民世論の構築を図る。

３　事務事業の現状

実績値

北方少年少女交流事業への参加人
数

三世代交流への参加人数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

「北方領土を知るつどい」啓発活動で
の署名数

R1予算 R1決算 R2予算

14,713 14,739 9,424

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 14,713 14,739 9,424

一般財源 0 0 0

1,602 1,605

単位コスト実績値　３　（＝総事業費÷成果実績値） 4 4

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

1,308 1,308 1,308

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 16,021 16,047 10,732

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 3,204 3,209

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

オ．

根室市内の関係団体で組織しており、北方領土返還要求を推進していくためにも、事業への取り組
みは有効に結びついている。

□可能　　□一部可能　　■不可能

現在、市が事務局を担っており、組織構成間の連絡や各種案内・調整のため、他で取り組むことは
難しい。

□ある　　□一部ある　　■ない

根室市少年弁論大会の開催や北方少年少女交流事業（受入・派遣）などは、長期にわたって継続実
施しており見直すことは難しい。

□ある　　□一部ある　　■ない

経費節減に努めているものの、事業費自体は、毎年厳しい予算の中で対応している状況にあり難し
い。

□ある　　□一部ある　　■ない

市では、根室市北方領土返還要求推進協議会に対し補助金として支出しており、他の事業との統合
は難しい。

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

本事業は、根室市内の関係団体で組織・実施しており、原点の地として返還要求運動に積極的に取
り組む必要がある。

今後の動向・市民ニーズなど
北方領土返還要求運動原点の地として、今後とも強力に推進していく必要があり、また、市内の多く
の団体で組織されていることから市民ニーズはある。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

現在、既に各団体から負担金をいただいているが、これ以上の増額は加入団体の削減につながる
可能性がある。



6-1

H27 H28 H29 H30 R1

1 3回 3回 3回

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 北方領土対策課（北方領土対策担当）

事務事業名 北方領土隣接地域振興対策推進経費 事業番号 40

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 北方領土の復帰を目指す取組みの推進

施策目標 全国の先頭に立って北方領土の復帰に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

国・北海道など

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

根室管内１市４町で構成される北方領土隣接地域根室管内市町連絡協議会における北方領土隣
接地域振興対策に係る中央要請行動事業に係る運営費負担金

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

北方領土問題未解決に伴う根室地域の振興対策及び広域的な啓発事業の推進並びに相互の協調
を図る。

３　事務事業の現状

実績値

北方領土隣接地域振興対策に係る
中央要請行動

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

184 284 184

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 184 284 184

一般財源 0 0 0

－ －

単位コスト実績値　３　（＝総事業費÷成果実績値） － －

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

615 615 615

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 799 899 799

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 266 300

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

オ．

H30.4.1に施行された改正北特法により、「北方基金の原資取崩し」が可能とはなったものの、隣接地
域が求めている十分な財源措置には至っていない。

□可能　　□一部可能　　■不可能

根室管内１市４町で構成される北方領土隣接地域振興対策根室管内市町連絡協議会で取り組んで
いるため、その他の団体で取り組むことは不可能である。

□ある　　□一部ある　　■ない

隣接地域の住民生活の向上に資する地域振興対策を含めた要望内容については、北方領土隣接
地域振興対策根室管内市町連絡協議会で協議の上、適宜、見直しを行っている。

□ある　　□一部ある　　■ない

要望に関する経費が事業費となっていることから、事業費を見直すことは難しい。

□ある　　□一部ある　　■ない

北方領土隣接地域振興対策に係る中央要請行動を北方領土隣接地域振興対策根室管内市町連
絡協議会以外で実施する可能性はない。

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

北方領土問題が解決されるまでの間、隣接地域の住民生活の向上に資する地域振興対策を図る必
要があることから、見直しの検討はしていない。

今後の動向・市民ニーズなど
北方領土隣接地域振興対策に係る中央要請行動については、北方領土問題が今なお未解決であ
る特殊な事情に鑑み、「隣接地域の振興および住民の生活の安定」に向けた内政措置の充実を図
る必要がある。

５　事務事業の評価

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

北方領土隣接地域振興対策根室管内市町連絡協議会に運営費会計負担金として、１市４町で負担
している。



6-1

H27 H28 H29 H30 R1

1 － － － － － 22,256人 30,000人 30,000人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 北方領土対策課（北方領土対策担当）

事務事業名 北方領土資料館管理運営経費 事業番号 386

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 北方領土の復帰を目指す取組みの推進

施策目標 全国の先頭に立って北方領土の復帰に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

根室市民、北方領土視察団体等

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

北方領土に関する貴重な資料を展示することにより、北方領土問題の啓発と返還要求運動の促進
を図ることを目的として設置している北方領土資料館の管理運営経費。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

「戦前の北方領土の生活」にスポットを当て、島での「衣・食・住」を中心とした資料を展示し、「北方
領土は日本の領土である」ことを広く国民に周知し、北方領土問題の啓発を図る。

３　事務事業の現状

実績値

北方領土資料館来館者数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

10,853 10,447 2,851

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 10,853 10,447 2,851

一般財源 0 0 0

－ －

単位コスト実績値　３　（＝総事業費÷成果実績値） － －

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

615 615 615

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 11,468 11,062 3,466

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 0.5 0.5

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

オ．

北方領土に関する貴重な資料を展示することにより、北方領土問題の啓発と返還要求運動の促進
が図られている。

□可能　　□一部可能　　■不可能

北方領土資料館は市の啓発施設のため、他団体で管理運営を行うことは難しい。

□ある　　■一部ある　　□ない

「戦前の北方領土の生活」にスポットを当て、島での「衣・食・住」を中心とした展示資料の更なる充
実に努めていく必要がある。

□ある　　□一部ある　　■ない

経費節減に努めているものの、事業費自体は、毎年厳しい予算の中で対応している状況にあり難し
い。

□ある　　□一部ある　　■ない

管理運営に係る経費のため、他の事業との統合についての可能性はない。

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

特に検討していない。

今後の動向・市民ニーズなど 国民世論の喚起を図ることにより北方領土問題の早期解決につながることから市民ニーズはある。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

市内の他の啓発施設と同様に入館料を徴していないことから、受益者負担の可能性はない。



6-1

H27 H28 H29 H30 R1

1 1,000人 600人 1,000人 700人 700人 700人 1,000人 1,000人

2 1,000人 1,000人 800人 700人 800人 850人 1,000人 1,000人

3 44件 44件 44件 45件 47件 47件 47件 47件

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 北方領土対策課（北方領土対策担当）

事務事業名 北方領土隣接地域振興等基金事業 事業番号 10042

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 北方領土の復帰を目指す取組みの推進

施策目標 全国の先頭に立って北方領土の復帰に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

根室市民、管内住民、民間団体、市内高校生

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

北方領土返還要求根室市民大会や「北方領土の日」根室管内住民大会などを通じて、領土問題の
早期解決に向けた活動を後押しする国民世論の喚起を図る。
また、全国の青少年等を対象とした根室の若者による「出前講座」を実施することで、地元リーダー
の育成と返還要求運動の推進につながる。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

各種啓発活動を通じて、領土問題の早期解決の必要性を訴えるとともに、領土問題の早期解決に
向けた国民世論の強い盛り上がりを形成する。

３　事務事業の現状

実績値

北方領土返還要求根室市民大会
参加者数

「北方領土の日」根室管内住民大会
参加者数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

北方領土問題教育者会議設立件数

R1予算 R1決算 R2予算

5,660 5,156 5,660

国道支出金 5,290 4,786 5,290

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 370 370 370

一般財源 0 0 0

8 8

単位コスト実績値　３　（＝総事業費÷成果実績値） 148 138

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

1,308 1,308 1,308

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 6,968 6,464 6,968

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 10 9

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

オ．

領土問題の早期解決に向けた各種啓発活動の取り組みは国民世論の喚起や後継者の育成に結び
ついており、領土問題解決に繋がるものである。

□可能　　□一部可能　　■不可能

現在、市が事務局を担っており、組織構成間の連絡や各種案内・調整のため、他で取り組むことは
難しい。

□ある　　□一部ある　　■ない

根室市少年弁論大会の開催や北方少年少女交流事業（受入・派遣）などは、長期にわたって継続実
施しており、見直すことは難しい。

□ある　　□一部ある　　■ない

事業費自体は、毎年厳しい予算の中で対応している状況にあり難しい。

□ある　　□一部ある　　■ない

市では、根室市北方領土返還要求推進協議会に対し補助金として支出しており、他の事業との統合
は難しい。

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

北方領土返還要求運動原点の地として、全国の先頭に立って引き続き返還要求運動を強力に推進
していくため、事業内容の見直しは適宜、行っている。

今後の動向・市民ニーズなど

元島民の平均年齢八十五歳を超え、高齢化する中、後継者育成が急務である。
北方領土返還要求根室市民大会や「北方領土の日」根室管内住民大会などを通じて、領土問題の
早期解決に向けた活動を後押しする国民世論の喚起を図るとともに、全国の青少年等を対象とした
根室の若者による「出前講座」を実施するなど、地元リーダーの育成と返還要求運動の推進につな
げていく。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

北方領土問題の早期解決は根室市民のみならず、全国民の悲願であり、北方領土返還要求運動に
対する受益者負担という考えはない。



6-1

H27 H28 H29 H30 R1

1 897人 900人 900人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 北方領土対策課（北方領土対策担当）

事務事業名 北方四島交流事業 事業番号 11121

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 北方領土の復帰を目指す取組みの推進

施策目標 全国の先頭に立って北方領土の復帰に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

四島在住ロシア人

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

北方四島在住ロシア人と返還運動関係者や元島民及び専門家等との相互交流の実施。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

北方四島に在住するロシア人との相互理解を促進するため、北方領土問題の解決を含む日ロ間の
平和条約締結のための環境整備を図る。

３　事務事業の現状

実績値

北方四島交流事業への参加者数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

308 276 307

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 308 276 307

一般財源 0 0 0

－ －

単位コスト実績値　３　（＝総事業費÷成果実績値） － －

人員（人工） 0.50 0.50 0.50

3,847 3,847 3,847

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 4,155 4,123 4,154

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 5 5

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

オ．

北方四島在住のロシア人と返還運動関係者や元島民及び専門家等との交流を実施することで相互
の理解が図られ、北方領土問題解決に寄与するものである。

□可能　　■一部可能　　□不可能

実施主体は北方領土問題対策協会・北方四島交流北海道推進委員会であるが、北隣協（根室管内
１市４町）と北方四島との新たな地域間交流実現に向け、国等に対して要望している。

□ある　　■一部ある　　□ない

実施主体は北方領土問題対策協会・北方四島交流北海道推進委員会であるが、北隣協（根室管内
１市４町）と北方四島との新たな地域間交流実現に向け、国等に対して要望している。

□ある　　□一部ある　　■ない

実施主体は北方領土問題対策協会・北方四島交流北海道推進委員会である。

□ある　　□一部ある　　■ない

実施主体は北方領土問題対策協会・北方四島交流北海道推進委員会である。

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

北方四島交流事業が実施されてから２９年目を迎え、各分野においては一定の成果を挙げている
が、さらに一歩進めた領土問題の解決に資する取り組みとして、根室海峡を挟み隣り合わせで暮ら
す北方領土隣接地域と四島側、それぞれの住民同士が顔の見える隣人づきあいを各界各層で積み
重ねていくことも重要であることから、北隣協（根室管内１市４町）と北方四島との新たな地域間交流
の実現に向け、国等に対して要望している。

今後の動向・市民ニーズなど

北方四島交流事業の参加希望者が多いことから、元島民を含めた市民ニーズは高い。
また、今後においても、北隣協（根室管内１市４町）と北方四島との新たな地域間交流の実現に向
け、関係機関と連携しながら、取り組んでいく。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

実施主体である北方領土問題対策協会・北方四島交流北海道推進委員会において決定するもので
ある。



6-1

H27 H28 H29 H30 R1

1 5人 5人 5人 2人 1人 1人 5人 5人

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 北方領土対策課（北方領土対策担当）

事務事業名 北方四島人道支援受入事業 事業番号 11719

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 北方領土の復帰を目指す取組みの推進

施策目標 全国の先頭に立って北方領土の復帰に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

四島在住ロシア人患者

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

北方四島在住ロシア人患者を市立根室病院で受入、治療・検査等を行う。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

北方領土問題解決までの間、日本国民と継続かつ現に北方四島に在住するロシア国民との間の相
互理解の増進を図り、もって、北方領土問題の解決に寄与するための環境整備の一環として実施す
る。

３　事務事業の現状

実績値

人道支援受入人数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

16,504 2,020 16,573

国道支出金 16,504 2,020 16,573

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他

一般財源 0 0 0

－ －

単位コスト実績値　３　（＝総事業費÷成果実績値） － －

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

1,308 1,308 1,308

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 17,812 3,328 17,881

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 17,812 3,328

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

オ．

北方領土問題解決までの間、日本国民と継続的かつ現に北方四島に在住するロシア国民との間の
相互理解の増進を図る必要がある。

□可能　　□一部可能　　■不可能

外務省から市に対して直接委嘱されている事業でり、市以外が取り組む可能性は低い。

□ある　　■一部ある　　□ない

外務省の委嘱事業であることから、見直しについては外務省において決定する。

□ある　　□一部ある　　■ない

本事業は、外務省の委嘱事業であり、全額、国庫補助金として受けている。

□ある　　□一部ある　　■ない

人道支援患者受入事業として単独の事業として実施しているので他の事業との統合の可能性はな
い。

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

本事業は、外務省の委嘱事業として実施されており、北方四島側のニーズも高く、見直しとなる可能
性は低い。

今後の動向・市民ニーズなど
人道的見地も含め、北方四島に在住するロシア国民との相互理解の増進を図ることを目的に実施さ
れており、継続するものと見込まれる。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

外務省予算での対応であり、受益者負担は発生しない。



6-1

H27 H28 H29 H30 R1

1 － － － － － 0回 5回 5回

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 北方領土対策課（北方領土対策担当）

事務事業名 北方領土対策連携強化事業 事業番号 12772

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
□自治
■法定受託

１　施策体系

施策区分 北方領土の復帰を目指す取組みの推進

施策目標 全国の先頭に立って北方領土の復帰に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

関係団体

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

北方四島における共同経済活動に係る調査・連携
北方領土問題に関する情報収集
北方領土問題に関する他団体等との連携強化

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

北方領土問題に関する他団体等との連携を図りながら、北方四島における共同経済活動等の情報
収集及び分析など、北方領土隣接地域の課題解決に向けた対応・検討を行う。

３　事務事業の現状

実績値

専門家会議等の実施

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

1,000 324 1,600

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 1,000 324 1,600

一般財源 0 0 0

－ －

単位コスト実績値　３　（＝総事業費÷成果実績値） － －

人員（人工） 1.50 1.50 1.50

11,540 11,540 11,540

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 12,540 11,864 13,140

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） － －

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

オ．

北隣協（根室管内１市４町）と北方四島との新たな地域間交流の実現に向け、国等に対して要望し
ている。

□可能　　□一部可能　　■不可能

北方領土返還要求運動「原点の地」である根室市や根室管内４町及び関係団体と連携しながら、取
り組む必要がある。

□ある　　□一部ある　　■ない

専門家会議の立ち上げなど、根室管内と北方四島との新たな地域間交流に向けて専門的見地から
調査・研究を行う。

□ある　　■一部ある　　□ない

事業を遂行する上でより効果的な予算執行に努めていく。

□ある　　□一部ある　　■ない

令和２年度予算で共同経済活動調査事業と統合済である。

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

北方四島交流事業が実施されてから２９年目を迎え、各分野においては一定の成果を挙げている
が、さらに一歩進めた領土問題の解決に資する取り組みとして、根室海峡を挟み隣り合わせで暮ら
す北方領土隣接地域と四島側、それぞれの住民同士が顔の見える隣人づきあいを各界各層で積み
重ねていくことも重要であることから、北隣協（根室管内１市４町）と北方四島との新たな地域間交流
の実現に向け、国等に対して要望している。

今後の動向・市民ニーズなど
専門的見地からの調査研究を進めるため、専門家会議等を開催し、地域が抱えている課題可決に
向けた対応策が期待される。

５　事務事業の評価

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

本事業は市単独事業であるため、受益者負担はない。



6-1

H27 H28 H29 H30 R1

1 － － － － 0回 0回 5回 5回

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 北方領土対策課（北方領土対策担当）

事務事業名 国際・北方四島地域間交流調査研究事業 事業番号 12778

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
□自治
■法定受託

１　施策体系

施策区分 北方領土の復帰を目指す取組みの推進

施策目標 全国の先頭に立って北方領土の復帰に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

国際姉妹都市（シトカ市・セベロクリリスク市）、サハリン州、北方四
島住民

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

国際姉妹都市（シトカ市・セベロクリリスク市）、サハリン州との交流のあり方に関する調査・研究を行
う。
四島側訪問団との意見交換を行うなど、交流促進を図る。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

国際姉妹都市・サハリン州・北方四島在住ロシア人との相互交流が図られる。

３　事務事業の現状

実績値

国際交流姉妹都市との国際交流の
あり方に関する協議（交流を含む）

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

436 345 3,471

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 436 345 3,471

一般財源 0 0 0

－ －

単位コスト実績値　３　（＝総事業費÷成果実績値） － －

人員（人工） 0.08 0.08 0.08

615 615 615

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,051 960 4,086

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） － －

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

オ．

四島側訪問団と意見交換の実施により、相互交流が図られた。

□可能　　■一部可能　　□不可能

国際姉妹都市との交流は根室市が主体的に取り組む必要があるが、民間交流として実施することも
可能である。

□ある　　■一部ある　　□ない

今後の国際姉妹都市のあり方についての調査・研究事業なので、適宜、事業展開の見直しを行って
いく必要はある。

□ある　　■一部ある　　□ない

事業を遂行する上でより効果的な予算執行に努めていく。

□ある　　□一部ある　　■ない

他の事業との交流の可能性は低い。

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

国際姉妹都市との交流のあり方に関する調査・研究を図るとともに、主体的かつ戦略的に北方四島
との地域間交流を進めるため、ビザなし訪問で来根する四島側訪問団と意見交換を実施した。

今後の動向・市民ニーズなど
国際姉妹都市であるシトカ市へ職員・関係者を派遣し、シトカ市側と意見交換を行い、根室市とシト
カ市との今後の国際交流のあり方に関する調査・研究を行う。

５　事務事業の評価

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

国際・北方四島地域間交流において、受益者負担の考えはない。



6-1

H27 H28 H29 H30 R1

1 － － － － － 0回 5回 5回

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 北方領土対策課（北方領土対策担当）

事務事業名 北方領土対策経費 事業番号

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
□自治
■法定受託

１　施策体系

施策区分 北方領土の復帰を目指す取組みの推進

施策目標 全国の先頭に立って北方領土の復帰に取組むまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

市職員

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

北方四島における共同経済活動に係る調査・連携
北方領土問題に関する情報収集
北方領土問題に関する他団体等との連携強化

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

北方領土に関する日ロ間における共同経済活動の実現に向けた取り組みなど、根室市や隣接地域
が果たすべき役割について、専門的に検討する。

３　事務事業の現状

実績値

専門家会議の実施

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

7,392 7,392 7,312

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 7,392 7,392 7,312

一般財源 0 0 0

－ －

単位コスト実績値　３　（＝総事業費÷成果実績値） － －

人員（人工） 1.00 1.00 1.00

7,693 7,693 7,693

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 15,085 15,085 15,005

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） － －

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

オ．

北隣協（根室管内１市４町）と北方四島との新たな地域間交流の実現に向け、国等に対して要望し
ている。

□可能　　□一部可能　　■不可能

北方領土返還要求運動「原点の地」である根室市や根室管内４町及び関係団体と連携しながら、取
り組む必要がある。

□ある　　□一部ある　　■ない

専門家会議の立ち上げなど、根室管内と北方四島との新たな地域間交流に向けて専門的見地から
調査・研究を行う。

□ある　　■一部ある　　□ない

事業を遂行する上でより効果的な予算執行に努めていく。

□ある　　□一部ある　　■ない

特になし。

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 □検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　■検討していない

見直しの内容など

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

北方四島における共同経済活動に係る調査・連携
北方領土問題に関する情報収集
北方領土問題に関する他団体等との連携強化

今後の動向・市民ニーズなど
北方領土問題に関する他団体等との連携を図りながら、北方四島における共同経済活動等の情報
収集及び分析など、北方領土隣接地域の課題解決に向けた対応・検討を行う。

５　事務事業の評価

□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

本事業は市単独事業であるため、受益者負担はない。


